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　東京の出生率は全国で最も低く、2024年にはついに１を切りました。ま
た、人口戦略会議の『令和6年・地方自治体「持続可能性」分析レポート」で
は、東京都を含む首都圏に、人口は流入するものの出生率の低い「ブラック
ホール型自治体」が多いと指摘されています。これらを論拠に「東京への人
口の一極集中が、日本全体の出生率低下ひいては人口減少をもたらしてい
る」との報道を、よく目にします。しかし本当にそうでしょうか？
　少子化を示す際に使われる「合計特殊出生率」は、分母に未婚者も含む
各年齢層の女性人口を使用するため、未婚率の高い若者が多く流入する東
京の場合、出生率が低く出てしまいます。また、全国と東京の合計特殊出生
率を比較すると、30代以上の女性による出生率には差が無く、東京の出生
率が低い要因は、2０代の若年女性による出生率の差と言えます。さらに、
大卒・大学院卒比率の高い地域ほど、20代で結婚している人の割合が少な
いとのデータもあります。(図1)
　よって、少子化と東京一極集中は、切り分けて議論するべきです。出生率
を議論する際には、産業構造の変化、ライフステージ別の居住地選択傾向
など、個別の事情を勘案する必要もあります。東京一極集中を議論する際
には、出生率ではなく、災害等のリスクに対する首都機能分散などを論拠
とすべきです。東京と地方の二分法ではなく、その間にある地方大都市の機
能強化等を考慮した枠組みで、国土政策を考えるべきではないでしょうか。
(図2)
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30歳以上の女性による出生率は、東京都と全国に差が無い。
東京の出生率が低い要因は、29歳以下の女性による出生率の差である。

集積のメリットとデメリットを考慮し、
東京と地方の二分法からの脱却を図るべきだ。
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